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低温物理学の創始者で、低
温現象の研究によって 1913
年にノーベル物理学賞を授与
されたカマリン・オネスは、
ヘリウムの液化に成功し、そ
の比熱の測定に執念を燃やし
た。そしてついに極低温下で

比熱が上昇することを見山したが、披がそれを
主張した当初のデータでは、測定点のただ一点
が比熱の上昇を示しているに過ぎない。披は「計
測を通じて真実を知る」という言葉を残してい
るが、自身の計測データに誤りは無いという確
信があったのであろ
う。私事ではあるが、放射線計測学の講座をあ
ずかったとき、この言葉を講座のモットーのひ
とつにした。「計測」はややもすれば単なる手段
と考えられがちなところがあるが、実は全ての
実験研究は先ずは観察と想像から始まり、そし
て計測と評価がある。「計測」の重さを言い得た
言葉として講座紹介の時などにも使わせてもら
った。
放射線計測は原子カエネルギーや放射線の利
用・開発において矢かせない必須の技術である。
100 年余り前にレントゲンが蛍光物質でⅩ線を発
見し、写真フィルムで手やコンパスのⅩ線透過
像を世に示した。それ以来放射線の計測技術は
大きく進歩してきた。新素材の開発に伴う放射
線センサーの開発、そして特に近年、コンピュ
ータの性能向上と普及は放射線計測技術に一層
の進展をもたらしている。対象とする放射線の
種類やエネルギー範囲の拡大、利用形態の増大
などにおいては勿論のことであるが、基本的な
事柄においてもまだまだ発展の余地が大いにあ
る。
対象を見つめ、出来る限りその本質を正しく認
識する、対象にマッチしたセンサーや手法を選
ぷ、場合によっては開発する、原理的に異なる
複数の手法をも考慮に入れる、得られたデータ

の解析と解釈をする。このように考えてくると、
たった一つの対象をとってみても最も効果的に
計測し、正しい結論を出すのは決してやさしい
ことではない。対象にふだんから心を傾け、努
力を蓄積することが無ければ困難なことであろ
う。計測は、やりがいのある仕事である。特に
五感で感じることのない放射線は計測を通じて
のみ、その存在と真実がある。
推計学が英国のビール会社の技師と農事試験場
の技師によって、少ない標本資料から結果を推
計しようとする苦心のもとに生み出されたと言
われている。自身が関係した今の問題を軽んじ
ることなく見つめ、その解決に心を砕いた賜で
ある。誇張した言い方ではあるが、どんなとこ
ろにも、どんな対象にも、いつでも、誰にでも、
その気て見、その気で聞き、その気で臨むなら
ば、そこにはたとえ小さくてら何か新しいこと
がある。これはこたえられない魅力である。要
は思いきって新鮮な姿勢で行動を起こしてみる
ことであると思う。
誰れもが 21 世紀の日本の進むべき道は料学・
技術・文化であるという。豊富な資源に甘える
ことが山来ないことはかえって幸せである。人
間が持つ計り知れない能力や価値を、そして社
会の真の価値を掘り起こし、あるべき姿に導い
て行くことが山来るからである。
対象は何も科学技術に限らない。身の回りの全
ての事象が魅力にあふれた対象である。21 世紀
は周囲を見つめ直し、どんなに小さくてもよい、
新しいことを見山し、考え山すことを楽しみに
して、若い人がはつらつとしている世紀であっ
て欲しい。計測は新しいことを見出す客観的・
具体的な手法である。放射線計測協会さんが、
その役割りの一環として、「はかるくん」などを
通じて、放射線を計る手段と体験の機会を一般
の人々に提供している意義は極めて大きい。こ
うした積み重ねが新しい世紀をあるべき方向に
導く基になると思う。
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１．はじめに
原子力施設の放射線管理において、作業環境の
空気中放射能濃度や施設からの排気中の放射能
濃度は重要な監視計測対象である。管理上対象
とされる放射性核種の内、気体状の放射性核種
の測定には、各種の放射性ガスモニタ（以下、
ガスモニタ）が使用されている。
放射性ガスの測定値の信頼性の確保には、使用
されるガスモニタの性能の維持のみならず、そ
のガスモニタの指示値と流入する放射性ガスの
放射能濃度との関係が明確に対応づけられてい
ることが重要である。このため、基準となる放
射能濃度に対する指示値の換算関係を求める試
験（校正試験）を行う必要がある。国際電気標
準会議（IEC）は、そのレポート 1)において施設
で使用されるガスモニタの校正試験の規格を示
しており、実際に放射性ガスを使用した型式試
験を位置づけている。
本稿では、放射性ガスを用いたガスモニタの型
式校正に必要とされる放射性ガスの絶対測定技
術、校正用ガスの供給技術、校正方法等につい
て解説する。
２．放射性ガスの絶対測定技術
校正に使用される放射性ガスの放射能（又は放
射能濃度）は、絶対測定に基づいて値付けられ
ていることが必要である。この放射性ガスの放

射能絶対測定は、円筒形の比例計数管の内部に
計数ガスとともに充填してβ線を計数すること
（内部ガス計数法）により行うことができる。
この場合、溶液線源や固体線源の放射能絶対測
定と比較して、線源の物理的性状からβ線の自
己吸収が問題とならず容易である。しかしなが
ら、この場合においても、図 1 に図解されるよ
うに、計数管内部に充填された放射性ガスから
のβ線の測定において、主として、壁効果と端
効果と呼ばれる二つの要因から計数の損失が生
じる。前者は、計数管壁近傍で壁面方向にβ線
が放出される際に十分なエネルギーを付与しな
いことから生じるが、この影響は比較的小さく
容易に補正可能である。後者は、計数管の電場
の弱い両端部において十分なガス増幅が得られ
ない場合に生じるもので、補正量も大きく測定
方法に工夫を要する。

1950 年頃、NBS（現在、NIST）の W.B.Mann

らは、図 2 に示されるように、計数管の内径及
び電極構造が同じ複数の計数管を使用して端効
果を補償する絶対測定技術（長さ補償法 2））を開
発した。この方法では、同一電極構造における
計数損失は同じであるとの仮定の下で、放射性
ガスを含む計数ガスを同時に充填した二本の計
数管の計数差と内容積の差から放射能濃度を決

図 1　放射性ガスの放射能絶対測定で用いる内部

ガス計数法とその主な補正対象 図 2　長さ補償法の原理



定する。この方法は、現在も世界の標準機関で

放射性ガスの絶対測定法として用いられている。
一方、長さが１ｍ程度の円筒型比例計数管を用
い、計数管の中央部から小体積の放射性ガスを
注入し、放射性ガスが計数管両端に到達する前
に測定を終了することにより端効果を除くこと
ができる（長軸比例計数管内拡散法 3））。図 3 に
計数管内の放射性ガスの拡散の様子を示す。こ
の方法は、名古屋大学での位置検出型比例計数
管に関する研究成果に基づいて開発された。
両者の絶対測定方法での違いは、値付けに使用
する計数管の数の違いであり、また、長さ補償
法では計数ガス中の放射性ガスの放射能濃度を、
長軸比例計数管内拡散法では計数管内へ注入さ
れた放射能を決定している点である。
３．ガスモニタ校正用ガスの供給
校正の対象となるガスモニタは検出部の種類に
応じてβ線を計測するものとγ線を計測するも
のがあり、放射線の種類、エネルギー、半減期
等を考慮して使用する放射性ガスを選択する必
要がある。一般に用いられる放射性ガスとして
は、比較的半減期の長い 3H, 14C, 85Kr と半減期
の短い 37Ar、41Ar、133Xe、135Xeがあげられる。
表 1 に、これらの放射性ガスの半減期、β線最
大エネルギー、γ線エネルギーを示す。長半減
期放射性ガスについては、放射能濃度が既知の
放射性ガスをガラス製アンプルやガスボンベに
封入した標準ガス線源が市販されている。一方、
短半減期放射性ガスについては、長期保存が困
難なため、校正時に製造して使用することが必

要となる。短半減期放射性ガスは、安定同位体
ガス（36Ar、40Ar、132Xe、134Xe）を石英ガラス
製アンプルに封入し、原子炉の熱中性子場にお
いて(n, γ)反応により製造される。近年、極め
て純度の高い安定同位体ガスの入手が可能なた
め、容易に目的の放射性ガスの製造が可能にな
った。製造後には適切な冷却時間を考慮して不
純物放射性ガスの影響が少ない校正が可能な使
用時期を設定する。図 4 に、134Xe(n, γ) 135Xe

により製造された校正用ガスのγ線エネルギー
スペクトルを示す。

表１：校正に用いられる放射性ガスの半減期、
β線最大エネルギー及びγ線エネルギー
長半減期核種

半減期 β線最大
エネルギー(keV)

γ線エネルギー
(keV)

3H 12.3y 18.6 -
14C 5730y 156 -
85Kr 10.7y 688 514(0.4%)

短半減期核種

半減期 β線最大
エネルギー(keV)

γ線エネルギー
(keV)

37Ar 35d 2.2-2.8(81%) 2.6%(9%)
41Ar 1.83h 1199 1294

133Xe 5.24ｄ 346 81(37%)
135Xe 9.09h 909(96%) 249.8(90%)

４．ガスモニタの校正方法
４．１ 校正方法の種類
ガスモニタの校正は、一般に、校正対象となる
ガスモニタ、ガス撹拌用ポンプ、ガスループ等
を含むガス閉ループを構築し（閉ループ校正）、
乾燥空気をキャリヤとして行う。この閉ループ
校正においては、放射性ガス濃度の基準を与え
る方式として２種類の方法がある（図 5）。一つ

図 3　長軸比例計数管内における放射性ガ

スの拡散の様子

図 4　(n,γ)反応で製造された 135Xe のγ線

エネルギースペクトル



は、閉ループ内に放射能既知の放射性ガスを導
入し、ループ内に導入された放射能と閉ループ
の全内容積から放射能濃度を決定して基準とす
る方法である。他の一つは、予め精度良く値付
けされた基準測定器を閉ループ内に組み込み、
この基準測定器で与えられる放射能濃度を基準
として校正する方法である。前者の方法は、閉
ループの全内容積を正確に測定する必要がある
が、校正対象ガスモニタによってはサンプリン
グ部の形状、耐真空性等の問題から容積の決定
が困難な場合が多い。また、既知量の放射性ガ
スをループ内へ取り込む際に生じる誤差につい
ても注意する必要がある。一方、後者の方法は、
閉ループの全内容積を知る必要が無い点が有利
であり、また、標準ガス線源の入手が困難な短
半減期放射性核種にも容易に適用できる。しか
し、基準測定器を精度良く値付けすることが必
要となる。いずれの校正方法においても、閉ル
ープの気密性及び空気と放射性ガスとの十分な
混合が補償されていることが必要である。また、
電離箱型ガスモニタのように、圧力の変化によ
り電離効率が変わり換算関係が変化する場合に
は校正時のループ内圧にも注意しなければなら
ない。
閉ループ校正以外の方法としては、一定の放射
能濃度の放射性ガスを一定流量で流しながら校
正する方法 4)、放射性ガスを短時間にパルス状
に注入して校正する方法 5)がある。

４．２ 校正用の基準測定器
ガスモニタの校正用基準測定器には、構造が簡
単で堅牢なこと、安定した出力の再現性が得ら
れること、閉ループ内に容易に組み込めること
などが求められる。このため、これまで放射線
管理計測等に汎用されている 1.5L 通気式電離箱
（大倉電気製）が一般に用いられている。こう
した基準測定器として用いられる測定器は、標
準ガス線源あるいは前述した放射能絶対測定技
術に基づいて値付けされる必要がある。一般的
に、ガスモニタでは空気中の放射性核種の測定
を対象とすることから、基準測定器も乾燥空気
をキャリヤとして値付けされる必要がある。電
離箱型の測定器を放射能絶対測定技術に基づい
て値付けを行う際には、特に絶対測定で使用さ
れる計数管の計数ガスと乾燥空気の違いや測定
時の内圧の違いによるレスポンスの変化に注意
を払う必要がある。
主な校正用放射性ガスについて長軸比例計数管
内拡散法に基づき 1.5L 通気式電離箱を値付けし
た結果 6)7) を図 6 に示す。図では、核種から放出
される電子の平均エネルギーに対する電離効率

図 5　２種類 の閉ループ校正法の概要

図 6絶対測定に基づいて値付けされた 1.5L 通

気式電離箱の電離効率

図 7　1.5L 通気式電離箱を組み込ん

だ閉ループ校正装置の写真



を示している。また、図中には、モンテカルロ
シミュレーション・計算コード（EGS-4）によ
り求められた結果８）も示されている。同じ 1.5L

通気式電離箱は、41Ar、85Kr、133Xe について長
さ補償法に基づき電子技術総合研究所で値付け
られている 9)。これら相互の結果は、測定の不
確かさ内で良く一致している。
値付けされた 1.5L 通気式電離箱を組み込んだ
校正用閉ループの写真を図 7に示す。
この閉ループには、放射性ガスの注入口、圧力
センサー、撹拌用ポンプ、給排気系等が、放射
性ガスの停留が生じないような配管でコンパク
トに組み込まれており、また、スウェージロッ
ク継ぎ手を中心として構成され十分な気密性・
耐真空性が保たれている。
５．あとがき
放射性ガスを用いたガスモニタの校正は、線源
が気体であるという特殊性から、固体線源等を
用いる他の放射線モニタの校正に比べ煩雑であ
り、その取り扱いや校正時の環境条件の設定に
おいても経験に培われた知見が必要となる。こ
のため、国内において、こうした校正作業を実
施できる機関は限られている。放射線計測協会
では、ガスモニタの校正に不可欠な短半減期の
校正用ガスの製造、基準の維持、校正作業等が
可能であり、これまでにも多種多様なガスモニ
タの校正試験を実施し経験の積み上げがなされ

ている。今後も、さらなる技術の向上を図り、
より信頼性の高い放射線管理計測の遂行のため
ご尽力いただければと願っている。
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財団法人　放射線計測協会　理事長　 鹿園　直基

この度、朝岡前理事長のあとを受けて、７月１

日付で財団法人　放射線計測協会の理事長を拝

命致しました。

当協会は昭和５５年創立以来１９年の歳月を経

過し、まもなく満２０年を迎えようとしていま

す。十年一昔と申しますが、協会設立は二昔前

ということになります。その間、世の中は大き

く変わりました。上昇一途だった日本の経済は

バブルの崩壊と共に暗転し、かつては夢のエネ

ルギーであった原子力にも逆風が吹き始めてか

ら既に久しいものがあります。このような社会

構造の変革や価値観の変動の中にあっても当協

会は創立当初からの一貫した運営方針の下に関

係各方面のご理解ご支援を得て地道に成果を挙

げ順調に発展を続けて参りました。即ち、放射

線測定器の点検校正、放射線管理のための放射

能測定、放射線技術者の養成訓練、また簡易放

射線測定器「はかるくん」の貸出しによる放射

線知識の普及活動など公益法人としての社会的

任務を果たしております。

近頃、アカウンタビリティという言葉をよく耳

にします。社会的事業を行うものは、情報を公

開するだけでは不充分で、自ら進んで分かり易

い説明を行う責任があると言う訳です。分かり

易く説明すること自体大変難しいことですが、

更に立場によっても説明は異なったものになる

ということが事態を複雑にします。科学・技術

的な立場に立てば、例えばある数値を用いて放

射線の安全性について説明するとき、その数値

の根拠にあいまいなところがあれば、充分な検

証がなされる迄断定的な結論は差し控えられま

す。一方、政治・行政的立場に立てば、例えば

施設の安全を保つためには判断を留保して結論

を先延ばしにする余裕はないのが通例です。同

じ数値を用いた説明でもイエスかノーかをはっ

きりさせる必要があります。しかしいずれの場

合であっても的確な判断を下すためには、判断

の基準となる数値が充分客観的で高い信頼性を

もっていなければならないという点では変わり

ありません。このような意味において、当協会

が提供する計測技術や数値は極めて重要である

と認識せざるを得ません。

当協会といたしましても、時代の変化に適応し

て体制の強化を図り、また業務の効率化のため

技術の向上につとめ、課せられた公共的使命を

果たしていく所存です。皆様方のさらなるご指

導、ご鞭撻をお願い申し上げまして就任のご挨

拶といたします。



事業部技術開発室の紹介

財団法人 放射線計測協会　技術開発室長　池沢　芳夫
当協会は設立以来、科学技術庁、日本原子力研
究所、電力、地方公共団体等から放射線計測に
関する調査研究や技術開発を受託してきていま
す。技術開発室は、これらの研究事業を企画立
案し、研究内容に応じて関係課室の協力を得て
実施しています。その調査・研究等の実績を表
１に示します。
以下に最近実施した主な調査研究・技術開発の
概要を紹介します。
1．放射線計測機器の規格化に関する対策研究（科
学技術庁）
科学技術庁が制定し公刊している「放射能測定
法シリーズ」の測定法のマニュアルの  基礎と
なる下記の資料を作成しました。
(1) 緊急時における空間線量測定法

関係地方公共団体には、緊急時環境放射線
モニタリング実施体制が整備されています。緊
急時において原子力施設等の周辺住民の外部線
量を効率的に測定評価し、必要な防護対策を講
じるために、連続モニタ、サーベイメータ等に
よる空間線量の測定法、運用方法等について調
査検討を行いました。

(2) 緊急時における甲状腺の放射性ヨウ素の測定
法

緊急時における周辺住民の内部線量の評価
および医療措置のために、原子力発電施設等の
立地または隣接道府県には全身カウンタ等が整
備されています。これらの機器による測定を迅
速かつ的確に実施するために、全身カウンタ、
サーベイメータを用いた放射性ヨウ素の甲状腺
線量の測定評価方法、それらの点検校正方法等
について調査検討を行いました。
2．原子力発電施設等従事者安全対策技術調査

（科学技術庁）
原子力発電施設等における放射線業務従事者の
被ばく線量は、ALARA原則に則り設備・管理面
から講じられてきた線量低減対策により世界的
にこの十数年間に大幅な低減傾向を示していま
す。今後は ICRP1990 年勧告に対応して更なる
被ばく線量の低減が必要になってくるものと思
われます。本技術調査では、これらの状況を踏

まえて国内外における原子力発電施設等の線量
低減方策および放射線管理の現状について調査
し、放射線防護の最適化の適用に伴う要件、最
適化意思決定支援手法による作業事例の分析ケ
ーススタディ、線量低減対策の要件等をまとめ
ました。
3．タンデム加速器によるＲＩ加速施設の検討
（日本原子力研究所）
日本原子力研究所では、1.5GeV、数 mAの陽
子加速器を利用した中性子科学研究計画の検討
を進め、そのひとつとしてスポレーション RI 利
用が考えられています。本調査では、国内にお
ける RI 加速施設を調査し、スポレーション RI

加速施設としてタンデム加速器を利用する場合
における関係法令に対応した安全対策および設
備の仕様を検討しました。
4．個人線量計の高度化実証研究（電力）
本研究開発では、9 電力（株）、日本原子力発
電（株）、計測器メーカー2 社および協力機関と
して当協会が一体となって平成 4 年度から約 3

年間にわたり電子式個人線量計の開発を行いま
した。この開発された個人線量計は、線種別（Ｘ・
γ線、β線、中性子線）に線量が測定でき、深
部別（1cm・3mm・70μm）線量の評価が可能で
す。さらに、月間線量評価、立入毎・日毎の線
量集計、作業管理としての警報機能を一元化し、
既存の個人警報線量計よりも小型・軽量化が図
られています。この技術開発の成果が、原子力
発電施設の個人線量管理に導入されることにな
れば、複数の線量計の着用に伴う作業者の負担
の軽減、線量評価の煩雑さの解消および評価線
量決定の迅速化などが期待されています。また、
線量計に付加されたトレンド機能の活用で、線
量と作業状況とリンクした線量低減情報が得ら
れるので、これは線量の一層の低減化のための
有力な情報源になると考えられています。最近、
この電子式個人線量計を用いた線量管理システ
ムの実用化への試みがなされています。
5．第Ⅱ期放射線疫学調査に係る線量記録の整合

性の調査（（財）放射線影響協会）
放射線疫学調査の解析評価に必要な線量情報と



して、多数の原子力施設における長期間にわた
る個人の線量記録が用いられます。第Ⅱ期の調
査では、平成元年の法令改正に伴う個人線量の
測定評価方法等の対応が調査の中心で、線量記
録の整合性の確認のために、原子力事業者から
書面によるアンケートおよび現地調査により線
量計測方法に係る情報を収集し、個人線量計等
の使用実績、放射線場と放射線業務、個人線量
計の校正等の必要な事項、内容等を総合的かつ

体系的にとりまとめました。
この他に、簡易放射線測定器の貸出し業務では、
「はかるくん」の使用経験を基に「はかるくん
Ⅱ」の開発・製作等に協力しています。
なお、当協会の各課室の業務の内容についてお
知りになりたい方は、下記のホームページをご
覧下さい。
http://www.irm.or.jp

表１　　調査・研究の実績注）

委
託
元

調査・研究題目 実施年度

科
学
技
術
庁

・熱ルミネッセンス線量計の精度確保に関する研究
・放射線計測機器の規格化に関する対策研究
・放射線施設の遮へい能力評価方法に関する調査
・原子力発電施設等従事者安全対策技術調査

昭和 57～60 年度
昭和 60～平成 10 年度
平成 5～6年度
平成 6～8年度

日
本
原
子
力
研
究
所

・放射性ガスモニタの特性試験
・校正用標準供試体の製作及び測定
・ＪＰＤＲ解体コンクリート試料からの放射能浸出試験
・ＲＩ廃棄物等の処理処分に係る調査
・研究所廃棄物の処理処分方策の調査、検討
・ＲＩ廃棄物等の処理処分方策の調査、検討
・ＲＩ廃棄物等の放射能インベントリー等の調査
・Spring-8 バックグラウンド測定
・タンデム加速器によるＲＩ加速施設の検討
・内部被ばく線量係数計算用放射線データの解析作業

昭和 59～60 年度
平成元年度
平成 2年度
昭和 63～平成 2年度
平成 3～5年度
平成 6～7年度
平成 8～10 年度
平成 6～7年度
平成 9年度
平成 9～10 年度

電
力

・放射線による被ばく線量評価手法に関する研究
・警報線量計の現場における測定精度に関する研究
・放射線計測機器校正の標準化に関する研究
・個人線量計の高度化実証研究
・電子式個人線量計を用いた個人線量管理に関する情報収集調査

昭和 60 年度
昭和 61 年度
昭和 62～63 年度
平成 4～6年度
平成 9年度

地
方
公
共
団
体

・空間線量核種組成調査
・放射線計測標準化に関する調査
・放射線疫学調査に係る線量記録の整合性調査に関するデータ収集
・高感度水素・水分計に関する開発試験
・バックグラウンド環境値調査 平成 7
・第Ⅱ期放射線疫学調査に係る線量記録の整合性等の調査計画策定　業
務
・第Ⅱ期放射線疫学調査に係る線量記録の整合性の調査

平成 4，9年度
平成 4年度
平成 5年度
平成 4～5，8年度
平成 7年度
平成 8年度
平成 10 年度

注）平成１０年度現在
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平成１０年度の事業の概要と主な事業の内容に
ついて報告します。
１．１．１．１．事事事事業の業の業の業の概概概概要要要要
平成１０年度は、前年度に引き続き景気低迷と
いう厳しい情勢の中で、協会の事業も少なから
ず影響を受けました。
放射線測定器の点検校正、基準照射、特性試験
等の校正関連業務、放射線管理試料、環境試料、
バイオアッセイ等の放射能測定業務及び施設の
放射線管理業務等を、平成９年度に継続して日
本原子力研究所をはじめ原子力関連事業所から
受注し実施しました。
また、受託業務の関連では前年度から継続して
いる公衆に対する放射線知識の普及に関連する
業務及び移動車両による原子力発電に伴う放射
線知識の普及事業を実施するとともに、放射線
計測技術に関する調査及び試験研究等を積極的
に進めました。
研修事業では、定期講座を計画どおり実施した
ほか、原子力施設立入者の講習等を随時実施し
ました。また、茨城県から受託した消防職員原
子力防災研修事業を実施しました。
このほか、当協会職員等による技術開発の成果
を国内の学会、研究会等で発表するとともに、
「放計協ニュース」を発行しました。
２．２．２．２．事事事事業の業の業の業の内内内内容容容容
（１）放射線測定器の点検校正等
各種放射線測定器の点検校正、新型放射線測定
器の開発に伴うエネルギー特性試験等、蛍光ガ
ラス線量計等各種線源による基準照射を行うと
ともに、計量法に基づく認定事業者としての校
正証明書の発行を行いました。
（２）公衆に対する放射線関連知識の普及
科学技術庁から「簡易放射線測定器の貸出し」
業務を平成９年度に引続き受託しました。平成
１０年度は、一部改良型「はかるくん」２５０
台、「はかるくんⅡ」２００台を製作しました。
個人、団体及び研修会等に延１２，８０４台の
貸出しを行うとともに、「はかるくん」使用者の
測定データを整理分析した報告書を作成しまし
た。また、放射線の基礎知識と測定器の取扱説
明会を、公衆を対象として１３回、中学、高校
教諭を対象として７回実施しました。
（財）社会経済生産性本部から受託した「移動

車両による原子力発電に伴う放射線知識普及事
業」は、京都府久美浜町、青森県大間町、東通
村、石川県珠洲市及び福島県浪江町の５地域に
おいて放射線（能）の測定実演説明会を実施し
ました。
（３）放射線計測に関する調査及び試験研究
科学技術庁からの受託調査「放射線計測機器の
規格化に関する対策研究」として、緊急時にお
ける一時移住等の介入措置決定の判断などに供
される土壌等放射性汚染測定・評価用の放射線
計測機器の規格化のための基礎となる資料を検
討しました。
（４）放射線管理技術者等の研修
定期講座として、放射線管理初級技術者のため
の「放射線管理入門講座」、中級技術者のための
「放射線管理・計測講座」並びに原子力関連事
業所の事務系及び初級技術系職員のための「原
子力教養講座」をそれぞれ計画どおり実施しま
した。また、原子力事業所等からの要請を受け
放射線安全講習会への講師派遣等を行うととも
に、茨城県から受託した消防職員原子力防災研
修事業を実施しました。
３．３．３．３．平平平平成１成１成１成１００００年年年年度度度度収支決収支決収支決収支決算算算算書書書書
平成１０年度収支決算書は、つぎのとおりです。

平平平平 成成成成 １１１１ ００００ 年年年年 度度度度 収収収収 支支支支 決決決決 算算算算 書書書書
平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日

（単位：円）

科目 決算額
Ⅰ 収入の部

基本財産利息収入 21,250
事業収入 686,232,006
雑収入 2,788,803

当期収入合計 689,042,059
前期繰越収支差額 290,253,156
収入合計 979,295,215

Ⅱ 支出の部
事業費 498,912,929
管理費 132,267,017
固定資産取得支出 8,658,405
法人税等支出 21,654,800
予備費 0

当期支出合計 661,493,151
当期収支差額 27,548,908
次期繰越収支差額 317,802,064
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